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■継続的な経営課題の解決支援を通じて、
　お客さまの成長・発展をサポートしています。

　中小企業事業は、「公庫のＤＮＡ」（①財務書類の精査、②お客さまとの対話、③現場に足を運ぶこと）を発揮し、 「往診型のホー
ムドクター」として、対話を通じて個々の企業の経営課題を把握し、お客さまが発展していくために必要な情報の提供や、経営
に関するアドバイスを継続的に行っています。
　当事業では、長年蓄積してきた中小企業経営に関するノウハウや全国6.2万先のお客さまの情報をデータベース化した独自
のシステムを構築し、顧客支援サービスに活用しています。
　当事業の提供する情報は、個々の企業のニーズに応じた、いわば“オーダーメイド”の情報であり、このような「生きた情報」
の提供と目利き能力を活かしたアドバイスにより、お客さまをバックアップしています。
　また、ご相談内容に応じて、連携する外部専門家への橋渡しも実施しています。

「往診型のホームドクター」として経営課題の解決を支援

中小企業事業の顧客支援サービス

 お　客　さ　ま

対話を通じた各種ニーズへの
対応・課題解決支援

公庫職員

「公庫のＤＮＡ」

「往診型のホームドクター」

財務書類
の精査

お客さま
との対話

現場に
足を運ぶ

定期的な訪問でお客さまを診察（課題把握）し、お客さまの状態に応じて
適切な診断（解決策提示）を行うことのできる身近で頼りになる存在

顧客支援
ツール等

外部
ネットワーク等

●わかりやすい企業診断

●ＳＷＯＴ分析

●事業承継診断

●ビジネスマッチング

●M＆Aニーズの引き合
　わせ支援

●全国オンライン商談会
　等

●中小企業支援実施機関

●経営革新等支援機関

●税理士・公認会計士等

●中小企業診断士等

提案
アドバイス相談提供 紹介

連携

相談

令和4年度実績

主要なもの 件数

わかりやすい企業診断 41,539件

ビジネスマッチング 1,611件

情報提供・外部ネットワークの活用

経営課題の解決支援
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顧客支援ツール

　中小企業事業のお客さま6.2万先のデータに基づく同業者
比較、決算データの時系列分析、損益分岐点分析、付加価
値分析など、お客さまの財務を多面的な角度から分析する「わ
かりやすい企業診断」を提供しています。

　企業の持つ「強み」(Strength)と「弱み」(Weakness)、事業
を取り巻く「機会」(Opportunity)と「脅威」(Threat)を明確化
したＳＷＯＴ分析により、お客さまの経営戦略策定をサポート
しています。

　「経営情報」や「ＪＦＣ中小企業だより」等を発行し、お客さま
に役立つ情報を随時ご提供しています。

●経営情報
　中小企業施策や企業経営に役立つトピックス等をとりまと
め、広くPRするためのリーフレットです。

●JFC中小企業だより
　特徴ある企業へのインタビュー記事(有効事例)を通じて経
営課題解決の一助としていただくツールです。

●事例集
　お客さまが、公庫制度（海外展開・事業再編資金、企業再
建資金等）を活用し、事業の成長・発展、再生を実現した事
例を収録しています。

わかりやすい企業診断

SWOT分析

経営に役立つ情報の提供

わかりやすい企業診断

SWOT分析表

事例集
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経営情報

JFC中小企業だより

令和４年度中小企業関係補助金のポイント

(令和３年度補正予算関連等を含む)

令和４年度における経済産業省関連予算案のうち「中小企業・小規模事業者関係」のポイントは、

①感染症の影響により厳しい状況にある方々の事業や生活・暮らしの支援、②事業再構築・承継・再生

を目指す事業者の後押し、③生産性向上による成長促進、④取引環境の改善を始めとする事業環境整備

等、⑤安全・安心を確保した社会経済活動の再開、⑥災害からの復旧・復興となっています。

本号では、これらの中から一部をご紹介しますが、各地自治体においても地域の事情に応じて様々な

支援メニューが用意されています。詳しくは、国や自治体の施策が簡単に検索・比較検討できる、イン

ターネットサービス「ミラサポplus」でご確認ください。感染症の影響により厳しい状況にある方々の事業や生活・暮らしの支援

2022.２.24No.429

事業復活支援金【令和３年度補正】

新型コロナウイルス感染症により大きな影響を受ける事業者（中堅・中小・小規模事業者、

フリーランスを含む個人事業者）に対して、地域・業種を限定しない形で、事業規模に応

じた事業復活支援金を給付します。

《対象者》新型コロナウイルス感染症の拡大や長期化に伴う需要の減少又は供給の制約により大き

な影響を受け、自らの事業判断によらずに令和３年11月～令和４年３月のいずれかの月の

売上高が、平成30年11月～令和３年３月までの間の任意の同じ月の売上高と比較して、

50％以上又は30％以上50％未満減少した事業者

《給付上限額》売上高減少率

個人事業者

法人年間売上高

1億円以下
１億円超～５億円以下

５億円超

▲50％以上

50万円

100万円

150万円

250万円

▲30％以上50％未満

30万円

60万円

90万円

150万円

（注）本号に掲載されている補助金情報は、発行時点のものです。最新の情報は中小

企業庁のホームページまたは「ミラサポplus」等でご確認ください。

「経営情報」に関するご意見・ご要望等ございましたら、中小企業事業の窓口までお問い合わせください。

発行：日本政策金融公庫　中小企業事業本部　顧客支援室　ホームページ https://www.jfc.go.jp/

（※）令和４年４月１日以後の贈与については18歳以上

（公認会計士・税理士　有田賢臣）

　事業承継税制は、事業承継の円滑化を目的として、事業承継に伴う税負担の軽減（非上

場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予及び免除）を行うものです。

　平成30年度税制改正において、この事業承継税制を拡充し、これまでの一般措置に加

えて、10年間の特例措置が設けられました。令和４年度改正では、新型コロナウイルス

感染症の影響を踏まえ、特例措置の要件である特例承継計画の提出期限が１年間延長され

ています。一方で、この特例措置は事業承継を円滑に進めるための時限措置であるため、

特例措置自体の適用期限については今後とも延長されません。

４．【見直し】電子取引データの出力書面等による保存措置の廃止に関する宥恕措置

　令和３年度税制改正では、電子帳簿等保存制度が見直され、電子取引データ（例：ＷＥ

Ｂや電子メールでやりとりする請求書・領収書等）については、従来のように電子取引

データを紙に出力した書面のみを保存する方法は認められなくなり、電子取引データ自体

を一定の要件を満たして保存することが必要になりました。

　この改正は、令和４年１月１日以後にやりとりされた電子取引データから適用される予

定でしたが、対応未完了の事業者が多数いることや、中小企業においては制度の認知が十

分に進んでいないことから、２年間の猶予期間（宥恕措置）が講じられています。

　猶予期間終了後は、電子取引データでの保存が中小企業を含む全事業者に求められます。

経理の電子化による生産性の向上、テレワークの推進、クラウド会計ソフト等の活用によ

る記帳水準の向上を図るための第一歩として、電子取引データの保存に取り組んでみては

いかがでしょうか。

保存要件にしたがって保存できなかったことについてやむを得

ない事情がある場合には、引き続き出力書面による保存が可能。

猶予期間の適用にあたって、税務署長への手続などは不要。

全事業所において電子取引データでの保存が必要。

令和４年（１月１日～12月31日） 令和５年（１月１日～12月31日）

猶予期間
猶予期間終了

令和６年以降

ゆうじょ

ゆうじょ

（出典）　電子取引データの出力書面等による保存措置の廃止（令和３年度税制改正）に関する

宥恕措置について（財務省）を加工して作成

　　　　　（https://www.mof.go.jp/tax_policy/20211228keikasoti.html）

ゆうじょ

令和４年度税制改正のポイント　本号では、令和４年度（2022年度）税制改正の概要について中小企業経営に関連する項目を中心に

ご紹介します。

主な改正内容
　　　　１．【延長】コロナ禍等を踏まえた事業承継税制に関する所要の措置等

　　　　２．【見直し・延長】企業の賃上げを促進する税制措置の抜本強化（賃上げ促進税制）

　　　　３．【延長・新設】コロナ禍の経済情勢に対応する中小企業の事業継続・成長への支援

　　　　４．【見直し】電子取引データの出力書面等による保存措置の廃止に関する宥恕措置
１．【延長】コロナ禍等を踏まえた事業承継税制に関する所要の措置等

経 営 情 報 2022.６.７

No.430

ゆうじょ

（DI, ％pt）

（前期比季節調整
値）

資料：中小企業庁
・（独）中小企業基

盤整備機構「中小
企業景況調査」

（注）景況調査の
業況判断DIは、前

期に比べて、業況
が「好転」と答え

た企業の割合（％
）から、「悪化」

と答えた企業

の割合（％）を引
いたもの。

　多くの中小企業
・小規模事業者で

は、感染症により
急激に悪化した状

態から、緩やかな

回復傾向にあるも
のの、依然として

感染症流行前の水
準まで回復してい

ません。業種別に

見ると、感染症流
行直後の2020年第

２四半期は、サー
ビス業等において

、リーマン・

ショック時を下回
る水準まで低下し

、2022年第１四半
期においても感染

症流行前の水準

まで回復していな
い業種もあり、感

染症は引き続き多
くの中小企業に影

響を与えています
。

　感染症以降、事
業方針におけるデ

ジタル化の優先順
位は徐々に高まっ

ており、中小企業

におけるデジタル
化の機運は今後も

継続してくことが
考えられます。

　今回の白書では
、中小企業のデジ

タル化への取組段
階を４段階に分類

し、その取組状況

を確認しています
。感染症の流行前

後で、デジタル化
による業務効率化

等に取り組む事業

者（段階３）は増
加している一方で

、依然として紙か
口頭による業務が

中心の事業者（段

階１）が一定数存
在しており、また

デジタル化による
ビジネスモデルの

変革等、DXに取

り組めている事業
者（段階４）も約

１割にとどまって
います。引き続き

、デジタル化の進

展に取り組み、最
終的に新たなビジ

ネスモデルの確立
につながる段階へ

の到達を目指すこ

とが重要です。

中小企業における
デジタル化とデー

タ利活用

株式会社ヒサノ（
熊本県熊本市）

人手不足をきっか
けに、デジタル化

による配車業務の
効率化に着手

　同社は半導体製
造装置等の輸送を

行う運送業者。九
州全域への取引網

の拡大やデジタル
化に

よる高付加価値化
を目指す中で、IT

コーディネータと
共に同社の経営課

題とデジタル化の
要点

を整理した。その
結果、高度なデジ

タル化を目指すの
ではなく、まずは

中核となる配車業
務の

システム化による
効率化を実現し、

その経験を踏まえ
て高度なデジタル

化を段階的に目指
して

いくことが重要と
判断した。

ITコーディネータ
と二人三脚で配車

業務のシステム化
に成功

　2021年８月には
、ITコーディネー

タとの二人三脚の
取組みが実を結び

、クラウド上で受
注・

配車業務を行う「
横便箋システム」

の開発に成功し本
格稼働に至った。

配車業務をシステ
ム化

したことで、受注
情報をもとに社内

リソースの配分が
最適化されたほか

、外出中の社員が
端末

上で稼働状況を把
握し迅速な情報共

有が可能となった
。

倉庫業への本格進
出により総合物流

サービスへの業容
拡大を見据える

　配車業務の効率
化を実現した同社

は、次なるステッ
プとして、

「横便箋システム
」の配車データの

解析に取り組んで
いく方針で

ある。社内リソー
スの可視化、最適

な配分が可能とな
ったこと

で、他の運送業者
との連携を含めた

物流サービスの高
度化も構想

しており、保管・
運送・荷役の総合

物流サービスへの
業容拡大を

視野に入れている
。同社の久保社長

は「複数の専門家
と良好な

パートナーシップ
をいかに組めるか

が重要。また、業
務を可視化

し現状を把握する
ことで、自社が目

指すデジタル化に
向けた専門

家からの支援によ
る効果も最大化す

ることができる。
」と語る。

「経営情報」に関す
るご意見・ご要望

等ございましたら
、中小企業事業の

窓口までお問い合
わせください。

発行：日本政策金
融公庫　中小企業

事業本部　顧客支
援室　ホームペー

ジ https://www.j
fc.go.jp/

左から久保社長、
久保専務、

中尾ITコーディネ
ータ

（中小企業庁調査
室・宮越　健太）

＜業種別業況判断
DIの推移＞
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2022年版中小企業
白書のポイント

　2022年版中小
企業白書（以下、

「白書」という。
）では、２年に及

ぶ新型コロナウイ
ルス感染症

（以下、「感染症
」という。）の流

行や原油・原材料
価格の高騰等の外

部環境に直面する
中小企業の動

向や、中小企業が
自己変革に向けて

、新たな挑戦を行
うために必要な取

組みについて、企
業事例を交え

て分析を行ってい
ます。

　白書は２部構成
であり、第１部で

は、中小企業の業
況や倒産・資金繰

り、雇用環境等、
足下の状況を

概観しています。
第２部では、足下

の事業継続とその
後の成長につなげ

る方法の一つとし
て事業再構築

が重要であること
の分析や、企業の

成長を促す観点か
ら、ブランドの構

築や人的投資とい
った無形資産

投資に着目した分
析、経営者に求め

られる知識・スキ
ルについての分析

等を行っています
。更に共通基

盤としてのデジタ
ル化や取引適正化

、伴走支援に関す
る分析を行ってい

ます。

　本号では、その
中から、中小企業

の動向、感染症下
の事業再構築、人

的資本への投資と
組織の柔軟

性、中小企業にお
けるデジタル化と

データ利活用につ
いてご紹介します

。

中小企業の動向

経 営 情 報 2022.７.28

No.431

資料：経済産業省
「デジタルトラン

スフォーメーショ
ン

の加速に向けた研
究会DXレポート２

（中間とりま

とめ）」、「攻め
のIT活用指針」、

内閣府「令和

３年度経済財政白
書」等を参照し作

成。

（注）括弧内の数
字は、2021年にお

いてどの取組段階
にあるかを

聞いた割合

<デジタル化の取組
段階>

段階４
（10.2％）

段階３
（46.7％）

段階２
（34.9％）

段階１
（8.2％）

デジタル化による
ビジネスモデルの

変革や競争力強化
に取り

組んでいる状態

デジタル化による
業務効率化やデー

タ分析に取り組ん
でいる

状態

アナログな状況か
らデジタルツール

を利用した業務環
境に移

行している状態

紙や口頭による業
務が中心で、デジ

タル化が図られて
いない

状態

（例）システム上
で蓄積したデータ

を活用して販路拡
大、新

　　　商品開発を
実施している

（例）売上・顧客
情報や在庫情報等

をシステムで管理
し業務

　　　フローの見
直しを行っている

（例）電子メール
の利用や会計業務

の電子処理業務で
デジタ

　　　ルツールを
利用している

資料：（株）東京
商工リサーチ「中

小企業のデジタル
化

と情報資産の活用
に関するアンケー

ト」

<デジタル化の取組
状況>

①感染症流行前（
2019年時点）

②感染症流行下（
2020年時点）

③現在（2021年時
点）

段階４ 段階３ 段階２ 段階１

（n=4,734）4.4%
32.8% 47.5% 15.2%

（n=4,730）6.0%
43.6%

41.3% 9.2%

（n=4,718）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
10.2% 46.7% 34.9% 8.2%

５．IN
PIT知

財総合
支援窓

口の詳
細

日本公
庫ダイ

レクト
につい

て

「経営
情報」

に関す
るご意

見・ご
要望等

ござい
ました

ら、中
小企業

事業の
窓口ま

で

お問い
合わせ

くださ
い。公

庫HP上
では、

経営情
報やそ

の他の
公庫刊

行物の
バック

ナンバ
ー（一部

未掲載
号有り

）を閲覧
いただ

けます（
右記二

次元コ
ードか

らアク
セス

可能で
す）。

発行：
日本政

策金融
公庫　

中小企
業事業

本部　
顧客支

援室　
ホーム

ページ
 https

://ww
w.jfc.

go.jp/

　独立
行政法

人工業
所有権

情報・
研修館

（以下
、INP

ITとい
う）は

、経済
産業省

・特許
庁

が所管
する独

立行政
法人で

、ビジ
ネスに

おける
知的財

産の戦
略的な

活用を
支援す

る様々
な

サービ
スを行

ってい
ます。

　INP
ITでは

、知的
財産に

関する
各種情

報提供
や人材

育成に
加え、

中小企
業やベ

ンチャ
ー

企業等
におけ

る知的
財産経

営を支
援して

おり、
権利の

取得に
留まら

ない、
知的財

産を活
用

した経
営・ビ

ジネス
の支援

を行っ
ていま

す。

　「日
本公庫

ダイレ
クト」

は、お
客さま

がいつ
でも・

どこ

でも・
オンラ

インで
ご利用

いただ
ける会

員専用
のサー

ビス

サイト
です。

　中小
企業事

業では
、現在

は、会
員登録

後に、
「経営

お役

立ち情
報」「

セミナ
ー開催

案内」
等がご

覧いた
だけま

す。

　202
2年12

月19日
から、

「残高
証明書

の発行
」「資

料

の受け
渡し」

「お取
引状況

の照会
」（

注）がオン
ライン

でご

利用い
ただけ

ます。

（注）
これら

のサー
ビスの

ご利用
には、

別途、
利用申

請（お
取引先

である
ことの

確認）
が必要

です。

知的財
産権（

特許・
意匠・

商標等
）の

権利状
況や審

査の経
過情報

が閲覧
できる

インタ
ーネッ

ト検索
サービ

スの提
供

中小企
業等が

抱える
様々な

経営課
題につ

いて、
自社の

アイデ
ア、

技術、
ブラン

ド、デ
ザイン

などの
「知的

財産」
の側面

から解
決

を図る
支援窓

口です
。知財

総合支
援窓口

は、各
都道府

県に設
置

してお
り、地

域に根
付いた

支援を
行って

います
。

　各都
道府県

の知財
総合支

援窓口
につい

ては、
INPIT

のポー
タルサ

イト「
知財ポ

ータル
」

（http
s://ch

izai-p
ortal.

inpit.g
o.jp/a

rea/）
からご

確認く
ださい

。

をご活
用くだ

さい

「　　
　　　

　　　
」

スマホ
からの

利用も
可能‼

ご利用
（会員

登録）
はこち

ら

・「h
ttps:/

/direc
t.jfc.g

o.jp/」
からア

クセス

　（検
索エン

ジンで
「日本

公庫ダ
イレク

ト」と
検索）

・右の
二次元

コード
からア

クセス

（執筆
・出典

：独立
行政法

人工業
所有権

情報・
研修館

）

2022
年 12月

19日

本格稼
働‼

情報提
供

知財総
合支援

窓口と
は…

知的財
産の権

利取得
から活

用まで
幅広く

サポー
トする

各種無
料相談

窓口の
設置

知的財
産に関

する研
修の開

催や、

eラー
ニング

教材の
提供

知財経
営支援

人材育
成

経験豊
富な企

業ＯＢ
等の支

援担当
者が、

まずは
お話を

通じて

「経営
」と「

知的財
産」の

課題を
把握し

ます。

事業・
知財戦

略の策
定助言

や、そ
れらの

戦略に
合った

知財活
動の方

向性を
無料で

ご提案
します

。

企業の
課題発

見から
、専門

性を必
要とす

る相談
内容ま

で、

専門家
が支援

担当者
と協働

してア
ドバイ

スをし
ます。

窓口の
支援担

当者が

相談内
容に応

じてア
ドバイ

ス！

POIN
T1

各分野
の専門

家が

訪問や
窓口で

無料ア
ドバイ

ス！

POIN
T2

INPITに
よる知的

財産の戦
略的な活

用支援

　独立
行政法

人工業
所有権

情報・
研修館

（略称
INPIT

（イン
ピット

））は
、全国

の中小
企業や

ベン

チャー
企業等

の皆様
に対し

て、知
的財産

に関す
る様々

なサー
ビスや

支援を
行って

います
。

　INP
ITは、

47都道
府県に

「知財
総合支

援窓口
」を設

置し、
自社の

アイデ
ア、技

術、ブ
ランド

、デザ
イ

ンなど
の「知

的財産
」の側

面から
課題解

決を図
るほか

、弁理
士・弁

護士・
中小企

業診断
士・ブ

ランド
専

門家・
デザイ

ン専門
家等、

多様な
専門家

を中小
企業や

ベンチ
ャー企

業等に
派遣し

て知的
財産を

切り口
と

した事
業成長

支援を
行って

います
。

　また
、海外

展開や
ノウハ

ウ・デ
ータの

活用、
大学の

産学連
携等に

係る専
門窓口

も設置
してお

り、高
度

な経営
課題に

対して
も「知

的財産
」の側

面から
の支援

を行っ
ていま

す。

　無形
資産経

営の時
代とも

呼ばれ
る今日

、生産
性の向

上、付
加価値

の高い
製品や

サービ
ス、新

しい事
業

や商品
の事業

化・開
発、ブ

ランド
化、パ

ートナ
ー事業

者との
連携、

人材の
確保等

、中小
企業や

ベン

チャー
企業等

の事業
成長に

向けた
ヒント

が「知
的財産

」には
たくさ

ん隠さ
れてい

ます。

　本号
では、

INPIT
の概要

や具体
的な支

援の事
例をご

紹介し
ます。

１．独
立行政

法人工
業所有

権情報
・研修

館（IN
PIT）

とは

経 営
情 報

2022
.9.30

No.4
32

　長
引く
新型
コロ
ナウ
イル
ス感
染症
の影
響に
加え
、物
価高
騰等
によ
り、
事業
環境
が

厳し
さを
増す
中、
中小
企業
等が
行う
、ポ
スト
コロ
ナ・
ウィ
ズコ
ロナ
時代
の経
済社
会

の変
化に
対応
した
、感
染症
等の
危機
に強
い事
業へ
の大
胆な
事業
再構
築の
取組
みを
支

援す
るこ
とで
、中
小企
業等
の付
加価
値額
向上
や賃
上げ
につ
なげ
ると
とも
に、
日本
経

済の
構造
転換
を促
すこ
とを
目指
しま
す。

中小
企業
等事
業再
構築
促進
事業
【令
和４
年度
補正
】

《補
助金
額・
補助
率》

　本
事業
では
、地
域の
特性
や強
みと
デジ
タル
技術
を掛
け合
わせ
、２
者以
上４
者以
内

の地
域企
業等
が行
う新
事業
創出
の実
証事
業を
補助
しま
す。

地域
DX
促進
環境
整備
事業
　地
域デ
ジタ
ルイ
ノベ
ーシ
ョン
実証
型【
令和
５年
度】

企業
のデ
ジタ
ル化
を支
援す
る「
みら
デジ
」を
ご活
用く
ださ
い

①デ
ジタ
ル化
に向
けた
経営
課題
を見
つけ
る「
みら
デジ
経営
チェ
ック
」

②経
営・
ITの
専門
家が
事業
者の
悩み
に１
対１
で答
える
「リ
モー
ト無
料相
談」

③デ
ジタ
ル化
のヒ
ント
や補
助金
など
の「
デジ
タル
化を
サポ
ート
する
情報
提供
」

３つ
のス
テッ
プで
事業
者の
デジ
タル
化を
支援
しま
す。

《主
な内
容》

　地
域の
特性
や強
みと
デジ
タル
技術
を掛
け合
わせ
、新
たな
ビジ
ネス
モデ
ル構
築に
向

けた
実証
を補
助。

《主
な補
助対
象経
費》

　人
件費
、プ
ロト
タイ
ピン
グ費
、マ
ーケ
ティ
ング
費、
専門
家経
費、
旅費
、借
料及
び

賃料
（リ
ース
費）
等。

詳細
は今
後公
表さ
れる
公募
要領
をご
確認
くだ
さい
。

（公
募開
始時
期）
令和
５年
４月
下旬
頃を
予定

（お
問合

せ先
）経
済産
業省
 地域
経済
産業
グル
ープ
 地域
企業
高度
化推
進課

　　
　　
　　
　 （
℡0
3-3
501
-06
45）

「経
営情
報」
に関
する
ご意
見・
ご要
望等
ござ
いま
した
ら、
中小
企業
事業
の窓
口ま
で

お問
い合
わせ
くだ
さい
。公
庫H
P上
では
、経
営情
報や
その
他の
公庫
刊行
物の
バッ
ク

ナン
バー
（一
部未
掲載
号有
り）
を閲
覧い
ただ
けま
す（
右記
二次
元コ
ード
から
アク
セス

可能
です
）。

発行
：日
本政
策金
融公
庫　
中小
企業
事業
本部
　顧
客支
援室
　ホ
ーム
ペー
ジ h
ttps
://w
ww
.jfc
.go
.jp/

「み
らデ
ジ」

HP
はこ
ちら

令和
４年
度補
正・
令和
５年
度

中小
企業
関係
補助
金の
ポイ
ント

　令
和４
年度
補正
にお
ける
経済
産業
省関
連予
算及
び令
和５
年度
にお
ける
同予
算案
のう
ち「
中小
企業
・小

規模
事業
者関
係」
のポ
イン
トは
、①
厳し
い経
営環
境を
克服
する
ため
の資
金繰
り支
援・
価格
転嫁
対策
、②

成長
分野
等へ
の挑
戦に
向け
た投
資の
促進
、③
創業
・事
業承
継を
通じ
た挑
戦・
自己
変革
の推
進、
④地
域課

題解
決に
向け
た取
組み
への
支援
の拡
充等
、⑤
伴走
支援
・人
材確
保支
援等
とな
って
いま
す。

　本
号で
は、
これ
らの
中か
ら一
部を
ご紹
介し
ます
が、
各地
自治
体に
おい
ても
地域
の事
情に
応じ
て様
々な

支援
メニ
ュー
が用
意さ
れて
いま
す。
詳し
くは
、国
や自
治体
の施
策が
簡単
に検
索・
比較
検討
でき
る、
イン

ター
ネッ
トサ
ービ
ス「
ミラ
サポ
plu
s」
でご
確認
くだ
さい
。

成長
分野
等へ
の挑
戦に
向け
た投
資の
促進

経
営
情
報

20
23
.2.
28

No
.43
3

（注
）本
号に
掲載
され
てい
る補
助金
情報
は、
発行
時点
のも
ので
す。
最新
の情
報は
中小

企業
庁の
ホー
ムペ
ージ
また
は「
ミラ
サポ
plu
s」
等で
ご確
認く
ださ
い。

「み
らデ
ジ」（
htt
ps:
//w
ww
.mi
rad
igi.
go.
jp/
）は
、経
済産
業省
 中
小企
業庁
が運
営し
てい
る

中小
企業
・小
規模
事業
者の
デジ
タル
化を
ワン
スト
ップ
で支
援す
るサ
ービ
スで
す。

※１
 実証
企業
群と
して
２者
以上
４者
以内
の複
数企
業で
連携
する
こと
が必
須。

※２
 中
小企
業者
とは
、中
小企
業等
経営
強化
法第
２条
第１
項に
規定
する
もの
を指
す。
非中
小企
業者
とは
、中
小企
業者
以外
の者

のう
ち、
常時
使用
する
従業
員の
数が
1,0
00人
未満
の会
社を
指す
。
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経
営
課
題
の
解
決
支
援

　中小企業事業では、面談を通じて把握したお客さまの販路開拓ニーズや仕入・外注先開拓ニーズ等に対し、独自のマッチン
グ検索システムも活用して、業種・地域・製商品等を絞り込み、6.2万先のお客さまの中からニーズに適合しそうなマッチン
グ候補先を選定する等、お客さま同士の引き合わせをハンズオンで支援しています。
　また、全国オンライン商談会の開催等、お客さまに対するマッチングの場の提供にも力を入れています。

マッチングサービス

【希少な型式の大型機械の修理をサポートした事例】
・Ａ支店の担当者は、金属加工メーカーのB社（西日本に所在）から、「自社の希少な型式の大型機械が故障したが、近隣の地域に
修理できる企業がいないため、全国から探してほしい」との依頼を受け、独自のマッチング検索システムを活用し、C支店のお客
さまであるＤ社（東日本に所在）を選定のうえ、担当者に連絡しました。
・C支店担当者が、D社に対し面談希望の有無等を打診したところ、「是非一度話をしたい」との回答があったため、両社の引き合
わせに向けてサポートした結果、両社の商談が成立。B社は大型機械を無事修理することができました。

マッチングスキーム

公庫職員
（Ａ支店）

公庫職員
（C支店）

両社の引き合わせを実現

B
社

D
社

連携
面談希望確認

面談希望伝達

相談

条件確認（ニーズ深掘り）

　ポストコロナにおいて、お客さまのビジネス
チャンス拡大を支援するため、令和３年度に引き
続き「全国オンライン商談会」を開催しました。
　今回はこれまでの商談方法に加え、スタート
アップ枠を新設し、DX、生産性向上等のサービ
スを提供するスタートアップと経営課題の解決に
取り組むお客さまとを引き合わせました。

　地域の魅力再発掘を目指した「地域と地域を繋ぐオンラ
イン商談会～地域の魅力再発掘プロジェクト～」を、令和
４年９月に初めて開催しました。大消費地を抱える地域を
バイヤー側に置き、普段交流が少ないと思われる地域間
を５組、組み合わせました。

全国オンライン商談会

「地域と地域を繋ぐオンライン商談会」の枠を新設

マッチング事例

開催データ
今　回 前　回

会　期 令和５年２月13～17日 令和４年２月14～18日
開催／商談形式 オンライン／個別面談形式 オンライン／個別面談形式

参加
企業数（注）

セラー 566社 505社
バイヤー 99社（東南アジアの現地法人が初参加） 106社

スタート
アップ 10社（スタートアップ枠を新設） ―

延べ商談件数（注） 849件（うちスタートアップ枠121件） 725件
（注）事前に商談予約のあった参加企業数及び同商談件数

参加企業数と商談件数
バイヤー企業数 セラー企業数 商談件数

① 近畿地区　５社 東北地区 15社 47件
② 関東地区　５社 北海道地区 18社 44件
③ 九州地区　６社 北陸信越地区 17社 40件
④ 東京地区　６社 中国地区 17社 28件
⑤ 東海地区　５社 四国地区 16社 34件
合計 計27社 計83社 計193件

大
手
企
業
等

（
バ
イ
ヤ
ー
）

中
小
企
業

（
セ
ラ
ー
）商談

ニーズ開示 ニーズを
擦り合わせ 企画提案

従来からの取組み

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

中
小
企
業商談

サービス
動画展示

ニーズを
擦り合わせ 課題相談

新たな取組み（スタートアップ枠を新設）
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